
特集●お金から考える大学改革 寄付金

国からの支援拡大の見通しが立たない状況の中で、
大学の財務基盤強化の方策の一つとして注目される寄付金。

これから強化しようとする大学向けに寄付募集のポイントを紹介する

ステークホルダー
からの期待 寄付金

寄
付
者
の
動
機
を
整
理
す
る
こ
と
が
重

要
で
す
。
寄
付
者
が
大
学
に
寄
付
を
す

る
理
由
は
さ
ま
ざ
ま
あ
り
、例
え
ば「
満

足
す
る
大
学
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き

た
か
ら
」「
在
学
中
に
奨
学
金
を
受
け

た
か
ら
」
と
い
っ
た
理
由
で
寄
付
を
す

る
人
も
い
る
で
し
ょ
う
し
、「
大
学
へ

の
寄
付
を
通
じ
て
、
社
会
全
体
を
よ
く

し
た
い
」
と
い
う
期
待
か
ら
寄
付
を
す

る
人
も
い
る
で
し
ょ
う
。あ
る
い
は
、「
母

校
の
発
展
は
自
分
の
キ
ャ
リ
ア
に
と
っ

て
も
重
要
だ
」
と
考
え
て
、
寄
付
を
す

る
人
も
い
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
こ
の

よ
う
に
「
ど
の
よ
う
な
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

の
寄
付
者
が
、
ど
ん
な
目
的
で
寄
付
を

し
て
い
る
の
か
」
と
い
っ
た
調
査
・
分

析
は
、
寄
付
募
集
の
計
画
を
立
て
る
に

あ
た
っ
て
欠
か
せ
な
い
も
の
で
す
。

　
ま
た
、
寄
付
者
は
「
そ
の
お
金
が
ど

の
よ
う
に
使
わ
れ
る
の
か
」
に
関
心
を

持
っ
て
お
り
、
で
き
れ
ば
自
分
で
使
い

道
を
指
定
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、「
国
際
化
の
た
め
の
基

金
」
や
「
学
生
支
援
の
た
め
の
基
金
」、

「
教
育
設
備
の
増
強
の
た
め
の
基
金
」

な
ど
、
複
数
の
寄
付
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
用

意
す
る
の
も
よ
い
で
し
ょ
う
。
日
本
で

は
今
の
と
こ
ろ
、
周
年
事
業
な
ど
一
過

性
の
寄
付
募
集
を
行
う
大
学
が
多
い
よ

う
で
す
が
、
本
来
は
自
学
の
中
長
期
計

画
と
結
び
付
け
て
、
恒
常
的
な
寄
付
募

集
活
動
を
展
開
す
る
べ
き
で
し
ょ
う
。

　
大
学
に
と
っ
て
、
大
口
寄
付
者
の
存
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米
国
の
研
究
大
学
が
毎
年
、
巨
額
の

寄
付
金
を
獲
得
し
て
い
る
こ
と
は
広
く

知
ら
れ
て
い
ま
す
。
2
0
1
7
年
度
の

寄
付
獲
得
額
の
中
央
値
を
見
る
と
、
私

立
の
博
士
号
授
与
機
関
で
年
間

4
9
3
0
万
ド
ル
（
約
54
・
2
億
円
）、

州
立
の
博
士
号
授
与
機
関
の
場
合
は
、

3
7
3
0
万
ド
ル
（
約
41
億
円
）
も
の

寄
付
金
を
集
め
て
い
ま
す
【
図
表
１
】。

　
と
は
い
え
、
米
国
の
大
学
も
昔
か
ら

巨
額
の
寄
付
を
集
め
て
き
た
わ
け
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
寄
付
金
額
は
1
9
8
0

年
代
か
ら
徐
々
に
拡
大
し
、
1
9
9
0

年
代
中
頃
に
急
激
に
増
加
し
ま
し
た
。

　
こ
の
背
景
に
は
、
ま
ず
株
価
の
高
騰

と
い
う
経
済
的
要
因
と
、
税
制
上
の
優

遇
と
い
う
政
策
的
要
因
が
あ
っ
た
と
考

え
ら
れ
ま
す
。
日
本
の
場
合
、
現
金
寄

付
が
一
般
的
で
す
が
、
米
国
で
は
税
制

誰
が
、な
ぜ
寄
付
を
す
る
の
か

動
機
の
分
析
が
鍵

寄
付
募
集
の
課
題
と
可
能
性

大
学
I
R
総
研
・
大
学
経
営
分
析
セ
ン
タ
ー

リ
サ
ー
チ
フ
ェ
ロ
ー

福
井
文
威
ふくいふみたけ●東京大学大学院教
育学研究科博士課程修了。博士（教育
学）。日本学術振興会特別研究員、政策
研 究 大 学 院 大 学ポストドクトラルフェ
ロー、政策研究大学院大学助教授を経
て、鎌倉女子大学学術研究所准教授。

寄
付
募
集
を
め
ぐ
る
環
境
が

整
い
つ
つ
あ
る
日
本
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【図表1】大学タイプ別米国の寄付総額の分布（2017年度）
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学士号
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＊Ｃｏｕｎｃｉｌ For Aid to Education, VSE Survey のデータを利用し作成
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【図表2】国立大学法人等における
評価性資産寄附の非課税要件緩和

法 人 種 別

２年以上、
公益目的事業に
直接供された後に、
同種の資産に限り
買換可能

評価性資産に関わる
基金の資産として
管理することで
公益目的事業の
他種資産に買換可能

基本金の資産として
管理することで
公益目的事業の
他種資産に買換可能
（株式含む）

＊内閣府「大学改革の検討状況について」資料より（2018年４月）  ＊文部科学省「寄附金関係の税制について」を参考に作成  

基本金の資産として
管理することで
公益目的事業の
他種資産に買換可能
（ただし株式除く）

上
、
株
式
形
態
で
の
寄
付
の
控
除
額
が

大
き
く
、
株
式
で
寄
付
す
る
ケ
ー
ス
が

多
く
見
ら
れ
ま
す
。
そ
の
た
め
、
I
T

革
命
な
ど
に
よ
っ
て
株
価
が
高
騰
し
た

1
9
9
0
年
代
以
降
に
、
大
学
へ
の
寄

付
が
拡
大
し
ま
し
た
。
日
本
の
大
学
で

は
従
来
、
株
式
に
よ
る
寄
付
は
あ
ま
り

な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
む
し
ろ
抑
制
さ
れ

て
い
ま
し
た
。
し
か
し
、
政
府
は
今
、

税
制
改
正
を
す
る
な
ど
【
図
表
２
】、

評
価
性
資
産
に
よ
る
大
学
へ
の
寄
付
を

促
進
す
る
方
針
を
と
っ
て
い
る
の
で
、

大
い
に
注
目
す
べ
き
で
し
ょ
う
。

　
一
方
、
現
金
寄
付
に
関
し
て
は
、
日

本
の
税
制
は
米
国
と
比
べ
て
も
遜
色
あ

り
ま
せ
ん
し
、
原
則
所
得
控
除
で
あ
る

米
国
に
対
し
て
、
所
得
控
除
、
税
額
控

除
の
い
ず
れ
か
を
選
べ
る
た
め
【
図
表

３
】、
日
本
の
ほ
う
が
む
し
ろ
寄
付
を

集
め
や
す
い
と
も
言
え
ま
す
。

　
ま
た
、
米
国
で
大
学
へ
の
寄
付
が
拡

大
し
た
背
景
に
は
、
大
学
自
身
の
努
力

が
あ
っ
た
こ
と
も
忘
れ
て
は
な
り
ま
せ

ん
。
1
9
7
0
年
代
の
米
国
で
は
、
高

等
教
育
機
関
へ
の
政
府
か
ら
の
支
出
額

が
停
滞
し
、
多
く
の
大
学
が
財
政
上
、

厳
し
い
状
況
に
陥
り
ま
し
た
。そ
こ
で
、

新
た
な
財
源
を
確
保
す
る
た
め
、
寄
付

募
集
部
門
を
拡
大
さ
せ
る
な
ど
、
積
極

的
に
活
動
を
し
た
結
果
、
寄
付
が
拡
大

し
た
の
で
す
。
見
落
と
さ
れ
が
ち
で
す

が
、「
寄
付
募
集
活
動
は
投
資
で
あ
り
、

そ
れ
な
り
の
コ
ス
ト
（
人
件
費
や
広
告

費
、
イ
ベ
ン
ト
開
催
費
等
）
を
か
け
な

け
れ
ば
成
功
し
な
い
」
と
い
う
認
識
を

し
っ
か
り
持
っ
て
お
く
べ
き
で
し
ょ

う
。

　
今
後
、
日
本
の
大
学
が
寄
付
募
集
活

動
を
行
う
う
え
で
、
押
さ
え
て
お
き
た

い
ポ
イ
ン
ト
を
考
え
て
み
ま
す
。

　
ま
ず
、
寄
付
者
を
知
る
こ
と
。
特
に

在
は
重
要
で
す
が
、
最
初
か
ら
大
口
の

寄
付
を
す
る
寄
付
者
は
ま
れ
で
す
。
小

口
寄
付
者
が
何
度
か
寄
付
を
経
験
す
る

う
ち
に
、
大
口
寄
付
者
に
な
っ
て
い
く

ケ
ー
ス
が
多
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ

の
意
味
で
も
、
大
学
は
魅
力
的
な
ビ

ジ
ョ
ン
と
小
口
寄
付
者
が
関
心
を
持
つ

よ
う
な
多
様
で
具
体
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
設
け
て
お
く
こ
と
が
重
要
で
す
。
そ

し
て
、
寄
付
を
重
ね
て
も
ら
え
る
よ
う

に
「
集
ま
っ
た
お
金
が
ど
の
よ
う
に
使

わ
れ
、
ど
ん
な
成
果
を
生
ん
で
い
る
の

か
」
を
、
社
会
に
見
え
る
形
で
常
に
発

信
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
寄
付
と
い
う
と
単
に
「
お
金
の
話
」

と
捉
え
ら
れ
が
ち
で
す
が
、
寄
付
募
集

活
動
は
社
会
や
卒
業
生
と
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
の
一
つ
で
す
。
大
学
の
現

状
や
今
後
に
向
け
た
ビ
ジ
ョ
ン
を
多
く

の
人
た
ち
に
知
っ
て
も
ら
う
機
会
に
な

り
ま
す
し
、
寄
付
募
集
が
き
っ
か
け
で

新
た
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
生
ま

れ
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。
寄
付
募
集

計
画
の
立
案
や
活
動
は
、「
自
学
が
社

会
に
対
し
て
何
を
提
供
し
て
い
る
の

か
」「
ど
の
よ
う
な
価
値
を
生
み
出
し

て
い
る
の
か
」
を
改
め
て
考
え
、
改
革

を
行
う
き
っ
か
け
に
も
な
る
の
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。
　

寄
付
募
集
活
動
は

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

＊1

＊1： 1ドル＝110円で換算＊本稿の関連レポートは大学IR総研の公式サイトで確認できる。　URL : iru.or.jp

私立大学等

【図表3】日本の個人寄付の税制上優遇制度

新 制 度従 来

所
得
税

所得控除

例

寄付により、
課税対象の
所得額を
減額

寄付により、
住民税額を
減額 

給与収入700万円の方
が１万円寄付した場合、
所得税額が1600円減少

所得税と
住民税は
両方控除を
受けることが
可能

種類

住
民
税

税額控除
寄付により、
所得税額を
減額

地方公共団体が
指定した法人に
10万円寄付した場合、
住民税額が9800円減少

給与収入700万円の方
が１万円寄付した場合、
所得税額が3200円減少

いずれかを
選択する

控除の方法 優遇のしかた 備考

取材・文／本間学　撮影／坂井公秋
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社会やステークホルダーとの
コミュニケーションとして捉える

ターゲット（寄付者像）を明確にする

寄付する理由をふまえ寄付制度を棚卸しする

恒常的、中長期的な寄付戦略を立てる

担当部署を設置し、募集要項をつくる

社会への提供価値を成果と共に発信する

データを基に
改善のPDCAを回す

日本私立学校振興・共済事業団
助成部寄付金課長

新倉健二
にいくらけんじ●1992年に私学
事業団に入職後、寄付金課、補助
金課、私学経営情報センター等を
経て、2014年４月から2016年３月
まで文部科学省高等教育局私学
部に出向し、参事官付専門官を務
める。2016年４月より現職。

ーー近年の私立大学の寄付募集の状況は？
　私学事業団が設けている受配者指定寄付金制
度＊１の利用状況を見ると、ここ５年間で件数が急激
に伸びています。一方で、大学の収入における寄付
金の割合は20年以上変わっていません。その理由
は、「以前から寄付募集に積極的だった大学がさら
に寄付件数を増やし、それ以外の大学はそれほど集
められていない」からだと考えます。ただし、この制度
を利用する大学は10年前と比べ倍増しており、寄付
募集に対する意識は高まっていると感じます。
　「日本には寄付文化がない」という声も耳にします
が、内閣府の調査によれば、「過去１年間に寄付をし
たことがある」と答えた人は約４割。世帯収入別に見
ても、さほど差がありません【図表１】。さらに寄付をし
た理由として約６割の人が「社会の役に立ちたいか
ら」と答えています。しかし、学校法人への寄付経験
は6.9%という結果でした。つまり、大学に寄付をする
人が少ないというだけで、日本にも寄付の文化はあ
るのです。
ーーなぜ大学に寄付が集まらないのでしょうか。
　同調査の経済的理由以外の「寄付を妨げる要
因」では「寄付先に対する信頼度に欠ける」「寄付を

しても実際に役に立っているとは思えない」「十分な
情報がない」といったことが挙げられていました【図表
２】。つまり、社会に対し「何をやっているのか」を伝え
なければ、寄付は集まらないのです。ちなみに、いまだ
ウェブサイトに寄付金コーナーがない私立大学も少
なくありません。

ーー寄付募集を成功させるために重要なことは？
　まず、自学の教育や研究、その他さまざまな活動
の価値を、誰が評価してくれるのか、正確に理解し
てくれているのかを検証することです。そのうえで相
手に「お金を出してもらう理由」を明確に説明する。
自学の存在価値を改めて見つめ直し、それをステーク
ホルダーに伝える必要があります。それにはステーク
ホルダーを誰に設定するかが重要です。最近は「地
域」に期待する大学も多いのですが、その地域とは
どこを指しますか？　県なのか、市なのか、地元の商
店街なのか？　どこの誰に役立つ存在になるのか、
社会における存在価値を明らかにしましょう。
　そうして定めた対象に向けて、「期待してもらい支
援を受ける」ためのプレゼンをしていく、それが寄付
募集活動です。コミュニケーションしていく中で、さ
まざまな声が返ってくるでしょう。それは自学の課題や
強み、つまり大学自身が社会からどう見られているか、
己を知ることになりますし、それが大学改革のきっか
けにもなります。取り組みの成果は金額で表れます
から、改革の PDCA サイクルは回しやすいでしょう。
　補助金と比べて寄付金は、大学の裁量が大きいお
金です。私学事業団としてもSD研修への協力や寄
付金ポータルサイト＊2を通じた支援も行っていますの
で、ぜひ積極的に取り組んでもらいたいと思います。

大
学
に
寄
付
金
が
集
ま
ら
な
い
の
は

日
本
に
寄
付
文
化
が
な
い
か
ら
で
は
？

私学事業団寄付金課に聞く！

大学への寄付者が少ないだけで
日本にも寄付文化の土壌はある

まずは社会や地域に
大学がもっと近づくこと

寄付金総額以外のKPI（新規寄付者の数、大口寄付の数、
卒業生寄付率など）も用いてPDCAを回したい。企業訪問
などで得られた大学への期待・評価の声も重要

ビジョンや取り組みだけでなく、それによって生み出された成果もあわせて広報しよう

単なる資金集めの手段ではなく、「ステークホルダーに自学の現状を知ってもらう機会」として捉え直す

寄付者によって、寄付する理由は異なる。調査・分析し、データベースづくりを

「ステークホルダーが大学に期待すること＝自学の社会的役割」から今の制度を見直してみる

大学が魅力的な中長期ビジョンを持っていれば、寄付者の期待は高まる

募集するにはまず要項づくりから。税制のしくみ等を含めた、丁寧な説明が欠かせない
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編
集
部
よ
り

寄
付
金
集
め
の
コ
ツ
と
は

　
前
ペ
ー
ジ
で
福
井
文
威
准
教
授
は

「
寄
付
募
集
は
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
一
つ
」
と

指
摘
し
て
い
る
。
寄
付
募
集
活
動
を
通

し
て
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
自
学
の
現

状
を
知
っ
て
も
ら
う
こ
と
は
、
継
続
的

な
寄
付
に
も
つ
な
が
る
だ
ろ
う
。
学
部

や
関
連
機
関
の
生
産
物
、
研
修
プ
ロ
グ

ラ
ム
な
ど
の
〝
成
果
物
〞
を
返
礼
品
と

す
る
こ
と
は
、
立
派
な
広
報
活
動
に
な

る
。

　
ま
た
、
実
務
的
な
ポ
イ
ン
ト
と
し
て

は
「
担
当
部
署
の
設
置
」「
募
集
要
項

づ
く
り
」「
情
報
の
公
表
（
自
学
の
社

会
的
な
役
割
の
紹
介
、
寄
付
金
の
活
用

報
告
）」
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
大
学

へ
の
寄
付
に
慣
れ
て
い
る
人
や
企
業
は

少
な
い
。
募
集
要
項
や
特
設
サ
イ
ト
を

つ
く
り
、
募
集
内
容
や
手
続
き
を
丁
寧

に
説
明
す
る
な
ど
、
寄
付
を
し
や
す
い

し
く
み
を
つ
く
る
こ
と
は
必
須
だ
。

　
寄
付
募
集
に
力
を
入
れ
る
大
学
は
増

え
つ
つ
あ
る
。
立
命
館
ア
ジ
ア
太
平
洋

大
学
は
、
出
口
新
学
長
の
指
示
の
下
、

財
務
基
盤
の
強
化
を
進
め
、
寄
付
メ

ニ
ュ
ー
な
ど
も
大
き
く
変
え
る
予
定
だ

と
い
う
。
P・
28
で
は
特
色
あ
る
寄
付

金
募
集
の
例
を
ま
と
め
て
い
る
。
見
直

し
の
参
考
に
さ
れ
た
い
。

寄付募集       のポイント７つ
１

2

3

4

5

6

7

【図表1】過去１年間に寄付を
　 　　したことがありますか？

【図表2】寄付をするにあたり妨げとなることは？

35% 40% 41% 43% 47% 53%

17.3

経済的な余裕がないこと
寄付先の団体・NPO法人等に対する信頼度に欠けること
寄付をしても、実際に役に立っていると思えないこと

寄付を行いたいが、十分な情報がないこと
寄付の手続きがわかりにくいこと

その他
特に妨げとなることはない

＊内閣府「市民の社会貢献に関する実態調査」（2016年度実施）より作成

0 10 20 30 40 50 60
寄付を
したこと
がない
　59％

寄付を
したこと
がある
　41％

◆世帯収入別

300万円未満 300万円以上
500万円未満

500万円以上
600万円未満

600万円以上
800万円未満

800万円以上
1000万円未満 1000万円以上

50.0
（％）

31.3

28.2

16.2

11.9

4.5

＊１：私学事業団が企業等から寄付金を受け入れ、寄付者が指定する学校法人に配付する事業。法人税制上この制度を利用した寄付金は全額が損金の額に算入可能な税の優遇制度。2016年度時点での大学・短大法人の利用実績は306法人
＊２：私立学校寄付金ポータルサイト　http://kifu-portal.shigaku.go.jp/

（複数回答）


